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主要な論点

（認知症対策等総合支援事業）

１ 自治体の取り組みが進まない要因を把握・検証し、各自

、 、治体が 地域の実情に応じ効果的な事業を進められるよう

事業内容等の見直しを図ることが必要なのではないか。

（参 考）

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

2,008,173 1,417,392 2,845,090 2,690,097予算額(補正後)

1,228,899 1,176,749 1,286,711 －執行額

61.2% 83.0% 45.2% －執行率

（社会福祉法人による利用者負担の軽減措置事業）

２ 現状においては、軽減措置を実施していない市町村や社

会福祉法人があるが、利用者の立場に立てば、すべての社

会福祉法人が実施すべきではないか。

そのためには、どのように取組むべきか。

（参考）

実施率(２０年度実績)

○市 町 村 ８４．９％

○社会福祉法人 ６９．０％

特 養 ７１．３％

地域密着型特養 ５９．６％

在宅サービス ６８．５％



《認知症対策等総合支援事業について》

① 認知症対策連携強化事業(２１年度開始)

○ 認知症の医療や介護における専門的知識を有する者を、地域包括支援センターに配置

するとのことであるが、地域におけるコーディネーター役として十分に機能しているの

か。

○ 本事業は、１５０カ所において実施する計画となっているが、現状としては３８カ所

の実施にとどまっているところであり、その要因を検証し、今後、どのように取り組ん

でいくべきか検討すべきではないか。

（参考） 実施（配置）箇所： 計画 １５０カ所 → 現状 ３８カ所

② 認知症対策普及・相談・支援事業（２１年度開始）

、 、○ 本事業において実施しているコールセンターの設置について 整備が進んでいない中

今後、以下の点に着目した検討が必要ではないか。

① 現在、課している「週３日以上の実施 「定期的な実施」等の要件について見直す」、
余地はないか。

② 各都道府県ごとの設置の場合、実施体制がまちまちになるため、窓口を集約し、体
制を一元化する必要性はないか。

③ 相談内容等の分析を通じて、より効果的で効率的な実施体制にできないか。

、 、 、④ そもそも設置の単位は 現在の各都道府県単位がいいのか 市町村単位がいいのか
あるいは一定のブロック単位がいいのか。

（参考）認知症対応のコールセンターを設置している都道府県・市（２５県・市）

北海道、宮城県、栃木県、埼玉県、千葉県、神奈川県、富山県、山梨県、長野県、愛知県、

三重県、滋賀県、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、鳥取県、山口県、徳島県、高知県、

熊本県、大分県、鹿児島県、大阪市、北九州市

③ 認知症ケア多職種共同研修・研究事業（２１年度開始）

○ 実施主体は市町村であるが、都道府県に事業費の一部を負担してもらう意義と必要

性はなにか。

、 、○ 種々の職種の方々を集め共同研修・研究を実施するとのことであるが その内容は

国が補助するべき内容となっているのか。

(参考) 補助率 ： 国１／２、都道府県１／４、市町村１／４



④ 若年性認知症対策総合推進事業（２１年度開始）

○ 本事業は、計画に対し実績が低調である。各都道府県が若年性認知症対策に取組ま

ない理由を検証し、今後、どのように取り組んでいくべきか検討すべきではないか。

(参考)若年性認知症対策総合推進事業のﾒﾆｭｰと実施箇所数（ 年度実績）21
計画 → 実績

・若年性認知症自立支援ﾈｯﾄﾜｰｸ構築事業： ４７カ所 → ７カ所

・ネットワーク研修事業 ： ４７カ所 → ６カ所

・若年性認知症ケア・モデル事業 ： １０カ所 → ２カ所

○ そもそも、若年性認知症の方の実態については十分把握していない状況であり、ま

ずは実態把握をしたうえで、若年性認知症対策のさらなる推進を図っていく必要があ

るのではないか。

(参考) 若年性認知症者数： 全国推計 約３．８万人

《社会福祉法人による利用者負担の軽減措置事業》

○ 本事業は助成金の算定方法等の事務が複雑であるとの問題点を抱えており、今後、市

町村や社会福祉法人の事務負担軽減策について検討する必要があるのではないか。

○ 市町村や社会福祉法人の実施率を上げるための方策が必要ではないのか。

（参 考）

１９年度 ２０年度

事業実施市町村数 １，５５７ １，５３８

（実施率） （８５．２％） （８４．９％）

事業実施施設・事業所 ２０，０７２ ２０，７２６

（実施率） （６８．９％） （６９．０％）

うち特養 ４，２０８ ４，２８７

（実施率） （７１．４％） （７１．３％）

うち地域密着型特養 ６０ １０９

（実施率） （６３．８％） （５９．６％）

うち在宅 １５，８０４ １６，３３０

（実施率） （６８．３％） （６８．５％）


